地域人づくり事業（雇用拡大プロセス）
「障害者相談支援事業所サポート事業」業務仕様書
業務名称　地域人づくり事業（雇用拡大プロセス）
　「障害者相談支援事業所サポート事業」
履行期間　平成２６年７月１日　～　平成２７年６月３０日

履行場所　指定特定相談支援事業所

１．事業概要について

　（1）事業の趣旨

地域人づくり事業（雇用拡大プロセス）は、未就職卒業者や結婚・出産による離職から再就職を希望する女性求職者及び高齢者等の失業者に対して、雇用拡大に資する地域の企業等で就業するために必要な知識・技術を習得させるための人材育成を目的としている。

なお、本事業は、受託者が未就職卒業者等の失業者を雇用し、OJT（職場内訓練、業務遂行を通しての訓練・教育）とOFF-JT（職場を離れての訓練、座学を中心とした訓練、教育）を組み合わせて人材育成を実施し、もってこれらの者の生活の安定を図ること及び次の安定就職（１年以上の契約社員又は正社員)に結びつけること（本基金事業全体の安定就職目標５０％以上を原則とする）をめざすものである。
受託者は事業の趣旨を踏まえ以下記載の事項を遵守すること。

（２）事業内容

　　　　①　新たに雇用した失業者に対し、ＯＪＴ及びＯＦＦ－ＪＴを組み合わせた人材育成計画を策定し、これに基づき人材育成を実施する。

　　　　②　サービス等利用計画の作成補助、相談支援専門員のサポートにあたらせ、計画相談支援体制の充実を図る。

　　　　③　障害福祉分野についての知識・技術を習得させることにより安定就職につなげる。

（３）委託費の上限及び内訳

　 　   ①　委託費の総額は、１３，６４８，３８３円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）を上限とする。


　また、新規雇用失業者１人あたりの委託費の上限額は、
４，５４９，４６１円（消費税及び地方消費税相当額を含む）を上限とする。なお、この金額を１２か月で除した金額を１人１か月あたりの上限とする。
　　　　②　委託費の内訳は、新規雇用者の人件費、指導者（既存スタッフ）の人件費、研修関係経費、文具類費、印刷費、電動自転車リース料とし、それ以外の費用については採択後、箕面市と協議するものとする。

２．事業実施のため新規に雇用する失業者について
　（１）新規雇用失業者の人員等

①　受託者は事業の趣旨に基づき、新規に労働者を雇用し業務を実施すること。

②　新規に雇用する失業者（以下「新規雇用失業者」という。）に対し、OJT（職場内訓練、業務遂行を通しての訓練・教育）とOFF-JT（職場を離れての訓練、座学を中心とした訓練、教育）を組み合わせて人材育成を実施すること。なお、当該訓練時間は労働時間として賃金等を支払う必要があるので、留意すること。（ただし、本人都合で補講等となる場合は除く。）

　　　　③　ひとりの新規雇用失業者の雇用期間は、１２か月以内とする。

④　業務の遂行に付随して事務員等を新規で雇用することは差し支えないが、新規雇用失業者に含めないこととする。（受託者の既存労働者とみなす。）

⑤　受託者は雇用等を行った労働者の使用者として、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）、その他関係法令を遵守するとともに、これら法令上の一切の責任を負い、かつ、責任をもって労務管理を行うこと。

⑥　受託者は、失業者を雇用することから、業務面（職場の人間関係を含む）、生活面など様々な悩み等を気軽に相談できる体制を整備し、離職を防止すること。

⑦　地域人づくり事業に従事した経験のある新規雇用失業者については、同事業に従事した雇用・就業期間が通算して1年以内となるよう留意すること。また、既存労働者の雇用・就業期間も同様とする。
　※ 東日本大震災等で被災された失業者については、この限りではない。
⑧　新規雇用失業者が中途退職した際の欠員補充や雇用計画より採用が遅れた場合などは、ＯＦＦ－ＪＴ・ＯＪＴ期間及びカリキュラムを十分検討するとともに、事前に箕面市と協議すること。なお、その場合も③の雇用期間は遵守すること。
⑨　受託者は、本事業に従事する新規雇用失業者を、当該事業の雇用期間内に他の業務に従事させてはならない。
⑩　受託者は、受託者の既存労働者を、本事業の経費をもって、当該事業の雇用期間内に他の緊急雇用創出基金事業や地域人づくり事業等（国費が含まれる受託事業、補助事業や受託者の既存業務など）の業務に従事させてはならない。ただし、大阪府が認めたものは除く。
⑪　新規雇用失業者を雇用する際は、雇用時に書面により、次の内容を通告しておくこと。

「本事業の参加に伴い、以下について同意したとみなします。
法令等の定めなどにより、業務終了後５年間（業務終了日の翌年度４月１日から起算して５年後の３月３１日まで）は、国機関（厚生労働省・会計検査院等）や大阪府、箕面市による調査・検査のため、あなたの個人情報の提供等行うことがあります。」

⑫　本事業の趣旨に鑑み、原則事業開始時から終了時まで新規雇用失業者を含む体制で事業実施すること。

（２）事業に従事する労働者数及び新規雇用失業者の労働時間について

①　受託者が事業を実施するにあたっては、事業に従事する労働者数、新規雇用失業者の労働時間は『事業に従事する労働者数及び内訳』（別紙Ａ）のとおりとする。

②　新規雇用失業者の労働時間は、原則就業規則上の正社員のフルタイム勤務と同等とする。ただし、障害者等でフルタイム勤務が困難な方については、別途協議する。
③　時間外勤務は、原則禁止とする。なお、業務上やむを得ない場合は、箕面市と事前に協議すること。
④　新規雇用失業者個人の就職活動は業務とみなさないため、労働時間の対象外とする。

（３）人件費率等の取扱いについて


①　受託者は契約金額（消費税及び地方消費税額を除く。）に占める新規雇用失業者の人件費は「５０％以上（小数第１位四捨五入）」とすること。（人件費に事業費（事業旅費・事業経費）、利益等は含めない。）

※ 新規雇用失業者が訓練期間中に就職により退職するなど、やむを得ない理由により上記の比率を満たすことが困難となった場合であっても、①の比率は５０％を下回ることができないので、留意すること。

※ 委託契約締結時には、「概算見積書」（別添８）により提案された人件費率を、契約上の人件費率とするので、十分留意すること。

※ 提案時の積算については、消費税及び地方消費税を含めない。契約締結時に調整・協議した最終的な見積金額の８％相当額を加算した額をもって、契約金額とする。なお、契約締結時に免税事業者である場合は、税抜金額で契約する。（非課税・不課税・免税等、課税されない額については精算時に調整する。）
※ 通勤交通費（通勤手当）は、通常、課税仕入れ（内税）に該当するので留意すること。

②　人件費には、諸手当、賞与、退職手当等（受託者の社内規程において労働者に対する支払いが義務付けられている場合に限り、算定は本事業に従事していない期間を除く。また、支払いは、本事業従事期間内のみ対象。）及び社会保険（健康保険、厚生年金、介護保険、児童手当）、及び労働保険（雇用保険、労災保険）に係る事業主負担分を含む。

なお、社会保険、労働保険については、法定どおり加入させること。

（保険について、誤解釈のケースが見受けられる。積算等にあたっては、法改正等に十分留意するとともに、必要に応じて関係機関に問い合わせるなどして、違法状態とならないようにすること。）


③　新規雇用失業者には、賃金のほか、就業規則による通勤手当を別途支給すること。

　　ただし、就業規則で通勤手当の支給を定めてない場合にあっては、新規雇用失業者に必要となる通勤費用の全額を支給すること。（新幹線や有料特急、航空機による通勤費は認めない。）
④　人件費単価については、既存の労働者の賃金を上回らないよう十分精査するとともに対外的に説明できるように根拠資料等を備えておくこと。

⑤  ＯＦＦ－ＪＴ 期間中の賃金は、原則として受託企業の非正規労働者の賃金を上回らないこと。また、ＯＦＦ－ＪＴのみ参加し退職するなど、基金事業の趣旨を理解しない者の雇用を防ぐために、ＯＦＦ－ＪＴ期間とＯＪＴ期間の賃金に差を設けることは差し支えない。その際には、受託者の就業規則等の内部基準を遵守すること。

　　（４）新規雇用失業者の募集について

①　受託者は、新規雇用にあたっては失業者、求職者に広く就職の機会を提供するため、ハローワークに必ず求人申込書を提出し、求人申込書の備考欄に「大阪府雇用基金（地域人づくり）」と明記すること。

②　受託者は求人票の写しを箕面市へ提出すること。求人票の内容を変更して雇用契約書を締結する場合は、事前に箕面市と協議すること。

③　受託者が就職情報誌やタウン誌等に求人広告を掲載することは妨げない。なお、求人広告の掲載費用など採用活動に係る経費は、原則、本事業の経費として認めない。

④　採用する失業者は、市内住居者に限定しないが、労働安全や合理性等を考慮し、近隣市町から通勤できる範囲の居住者とする。

３．研修経費として認められるもの

　　　研修に係る費用は以下のとおりとする。なお、これらの費用は新規雇用失業者を対象とする研修に限ることとし、既存の従業員のみを対象とするものは除く。

①　研修機関でのＯＦＦ－ＪＴの場合


　研修機関の授業料（講座受講料、実習費、補講費）、教科書代、教材費、研修機関に通うための交通費、通信講座の受講に必要な通信費、受講に係る宿泊費（泊り込みの研修が必要不可欠なものに限る。）、研修機関より貸与されるパソコン等の教材のレンタル費

· 新規雇用失業者が離職した場合、事業費の対象となるのはその日までに当該新規雇用失業者のため実際に支弁した費用及び支弁を要することが定められた費用（離職日までの賃金及び退校日までの日割りの受講料等であり、再委託先等への受講料支払額全額ではないことに注意）に限る。

· 受験料や免許登録に係る費用は対象外

【受託者が実際に支払った経費分の例】

（新規雇用失業者が訓練期間中に離職した場合）

・離職日までの賃金

・一括払い・分割払いの如何に関わらず離職日までの日割りの受講料等

②　受託者自ら行うＯＦＦ－ＪＴの場合


　　外部講師謝金、旅費、教科書代、教材費、研修に必要な資材に係る費用

③　受託者でのＯＪＴの場合


　既存の労働者が指導にあたる間の当該労働者の賃金、新規雇用失業者がＯＪＴで使用する資材に係る費用、ユニフォーム代

※ その他の事業で発生する費用については、採択後に箕面市と協議するものとする。
４．書類の保存について

全ての証拠書類（別紙Ｂ裏面）は本事業終了後、翌年度４月１日から起算して５年間保存しなければならない。

５．雇用計画書の提出について

受託者は、事業開始までに『雇用計画書』（別紙Ｄ）を作成し、箕面市あて提出すること。

６．新規雇用失業者のための研修の実施
（１）受託者は、新規雇用失業者に対し、以下の用件を遵守して研修を行うこと。
①　人材育成研修計画の策定

ア　受託者での就業等により実務経験を積むＯＪＴと職場外で講義等の研修を受講するＯＦＦ―ＪＴの組み合わせによる研修を実施する。

イ　『人材育成・就業支援計画』（別添１１）に則った詳細な「人材育成研修計画」（別紙Ｅ）を策定し、箕面市の確認を受けること。

ウ　業務の実施に際しては、『人材育成・就業支援計画』（別添１１）及び「人材育成研修計画」（別紙Ｅ）に則り実施すること。

②　研修内容については、事業の趣旨・目的に合致したものであること。（人材育成の目的と無関係な研修は対象外。）

③　コンプライアンス、個人情報保護、労働安全、人権擁護等、業務を行うにあたり欠かせない事項は必ず研修等を行い理解させること。

（２）ＯＪＴについて

　　　概ね次の内容を実施することとし、実施期間は訓練期間全体の概ね８割以上とすること。

· 障害者理解と障害福祉サービス概要の研修
· 障害福祉関係法の事業所内研修
· 障害福祉サービス提供の実務体験研修

· 相談支援実務体験研修（面談補助、計画作成実務補助）
· ケース会議への参加とケース記録の作成実務研修
（３）ＯＦＦーＪＴについて

　　　概ね次の内容を実施することとし、実施期間は訓練期間全体の概ね２割以下とすること。

　　　・障害福祉サービスに係る初心者を対象とした外部研修の受講

　　　・相談支援、成年後見制度、虐待防止等に係る外部研修の受講

　　　・他障害福祉サービス事業所の見学など

７．失業者の確認について
①　受託者は、新規雇用に際して、本人から『宣誓書』（別紙Ｆ）を徴収するとともに、原則としてハローワークの紹介状（及び雇用保険受給者資格者証、履歴書等）を受領し、本人に失業者であること及び基金事業への就労状況の確認を行うものとする。ハローワークからの紹介でない場合も雇用保険受給者資格者証、ハローワークでの求職者登録、履歴書等で必ず確認すること。また、これらの資料のコピーを保存しておくこととし、箕面市の求めがあれば提示すること。
②　受託者の家族を失業者とみなして新規雇用失業者として採用することや、失業者であっても、受託者のアルバイト労働者を再採用するなど、地域人づくり事業の趣旨に反する事象については、失業者と原則認めない。疑義がある場合は、箕面市に協議すること。（詳細については採択後確認すること。）
③　デザイナー、カメラマン、剪定職人などの一人親方、フリーランスなどで活動している者などの個人事業主については、廃業届等の証明書類により必ず確認すること。証明書類により確認できない場合は、原則として失業者と認めない。
８．同意書について

受託者は、雇用契約締結時に新規雇用失業者に対し、箕面市、大阪府又は厚生労働省が実施する当該事業に関する調査等（雇用期間終了時、同期間終了後概ね３ヶ月後及び必要な場合に実施。）に協力することについて同意するよう指導し、原則として新規雇用失業者全員分の『同意書』（別紙Ｇ）を回収し、箕面市に提出すること。

９．労働者数の報告について

受託者は、業務に従事する労働者数等を『業務従事者状況報告書』（別紙Ｈ）により毎月報告することとし、該当月の翌月７日までに箕面市へ提出すること。

１０．新規雇用失業者等の雇用管理に係る留意事項

①　本事業の受託に伴い、既存労働者の雇用に影響を及ぼしてはならない（解雇や休業、労働争議の発生など）。

②　業務内容は単純で技能の向上に繋がらない作業は避け、新規雇用失業者のキャリア形成に資するものとなるようにすること。
③　訓練にあたっては、新規雇用失業者の個々の適正を見極め、必要なアドバイス、雇用管理のもとで、効果的な人材育成となるよう工夫すること。
１１．調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）について

受託者は、『同意書』（別紙Ｇ）に基づく就職状況調査（第一回）について、雇用期間終了時（中途退職の場合は退職時）に、新規雇用失業者に『就職等調査のお願い』（別紙Ｉ－１）を交付し、『調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）』（別紙Ｉ―２）の「基金で雇用された方記載」欄を記入するよう指導すること。

その上で、新規雇用失業者全員分の『調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）』（別紙Ｉ－２）の「受託者記載」欄に記入し、『調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）』（別紙Ｉ－２）、『就職状況調査（第一回）』（別紙Ｉ―３）、『就職状況調査集計表』（別紙Ｊ）及び『就職状況報告書』（別紙Ｋ）を事業終了後５日以内に箕面市に提出すること。

１２．雇用期間終了後に雇用継続しない新規雇用失業者への対応について

受託者は、雇用継続しない新規雇用失業者がいる場合には、当該失業者に『大阪府就職支援機関のご案内』（別紙Ｃ）及び『就職支援機関案内』のちらし（別添９）を配布し、周知すること。

１３．事業終了後の対応について

受託者は、事業終了後、１０日以内に『雇用実績報告書』（別紙Ｌ）及び『地域人づくり事業の事業終了後の状況調査票１』（別紙Ｒ－１）を箕面市に提出すること。

また、大阪府が『地域人づくり事業実績報告』（別紙Ｐ）を作成し、大阪府ホームページで公表するため、受託者はデータの提供等作成に協力すること。
１４．事業経費の取扱いについて

①　本事業の経費をもって、他の業務の経費をまかなってはならない。

　　また、本事業に係る旅費（巡回・調査業務等に要する交通費）・制服代等の新規雇用失業者に係る実費分については、新規雇用者に負担させないこと。（受託者の負担とすること。）
②　事業費は実費弁済の考え方をとっていること。（事業者が実際に支払った経費分だけの請求を認め、利益率の付加は認めない。）よって、本事業のために支出した全ての経費（既存労働者の人件費や一般管理費、雑費、諸経費等を含む）について、給与明細、公的証明書、領収書等の各種証拠書類の提示を求める。
※  人件費は実際に支給した給与額等（給与明細等で証明できる額）の積み上げで積算(精算)することとし、いわゆる単価方式（例：支給実績に関わらず、主任研究員は１日60,000円で一律計上する。）は認められない。
③　なお、営利目的の事業は基金事業の対象となっておらず、本事業で収入が発生することは想定されていないが、提案内容によっては収入の発生が見込まれる場合がある。

収入については、原則返還するものとし、事業費は原則として委託料により賄うこととするが、事業を円滑に実施することを前提に、委託契約に基づく業務の範囲内で事業費の精算に含まれない経費を支出する場合や、委託金額を超えて事業費を支出する場合は当該収入を充当することを認める場合があるので、この場合、あらかじめ箕面市と協議すること。

ただし、この場合であっても、本事業の事業費以外に充てることはできない。

また、収入から委託金額を上回る事業費（増額分）を差し引いた額については、箕面市からの通知に基づき返納すること

例》【５０，０００千円－２０，０００千円＝３０，０００千円】を返還する。

	収　　入
	支　　出

	委託料
	１００，０００千円
	事業費
	１００，０００千円

	事業収入
	５０，０００千円
	委託料を超えて要した事業費
	２０，０００千円


※ 返納の特例

本事業で雇用した新規雇用失業者を事業終了後も継続して雇用し（下記条件参照）、かつ、事業終了後、１０日以内に『地域人づくり事業収入等報告書』（別紙Q）を箕面市に提出した場合は、委託契約期間終了年度に限り返還金の納付を要しない。
条件：委託契約期間終了後、自助努力により引き続き事業継続し、事業中に雇用した人数の１／2以上を正社員又は１年以上の契約社員として継続雇用した場合。

１５．財産取得について

財産価値が生じるような工事費など、財産取得となる経費は認めない。

また、物品等で本事業終了後、財産価値が残存する場合は、売却等を行いその金額を返還しなければならない。

※ パソコン、机等は適正な価格のレンタルが望ましい。

１６．報告等について

①　事業の実施状況のほか、就職状況などについて把握し、適宜箕面市に報告すること。

②　箕面市は、必要に応じて、事業内容等について臨時に報告を求めることがあるので、協力すること。
なお、調査結果については、受託者名等を公表する場合がある。

１７．安定就職率について

事業終了後の安定就用率（１年以上の契約社員又は正社員として継続雇用）の目標値は、５０％以上とする。（１人雇用の場合は１人とする。）
１８．就職支援等について

雇用していた失業者のうち継続雇用とならない者に対し、雇用期間終了後の再就職のため、法令に抵触しない範囲で下記の就職の支援・あっせんを行うこと。
①　就職活動を行う場合の時間的配慮をすること。

②　就職情報等を提供すること。

③　雇用期間終了までに、就職の未内定者については、ハローワーク、ＯＳＡＫＡしごとフィールド等の就職支援機関に求職登録させ、確認すること。

④　職業紹介や派遣許可を受けている受託者については、就職あっせんや紹介予定派遣などにより、求職者に対し、就職の支援・あっせんを行うこと。

１９．精算について

（１）　受託者は、本事業に係る経理と他の経理を明確に区分すること。また、事業終了後、箕面市に対して収入額及び支出額を記載した収支精算書を提出し、箕面市の確認を受けること。なお、精算の結果、受託者へ交付した委託料に残額が生じた時は、箕面市からの通知に基づき返納すること。

（２)  箕面市は、新規雇用失業者の人件費及びその他の人件費についても、給与明細、賃金台帳、業務日誌、出勤簿、公的証明書、領収書等の各種証拠書類との確認を行い、見積りよりも退職・欠勤等によりそれぞれの人件費の実績が下回った場合などは、減額・返還を求めることができる。

２０．その他

①　個人情報を取り扱うときは、「箕面市個人情報保護条例」を遵守すること。なお、個人情報保護の観点から受託者は、『誓約書』（別添２）を提出すること。

②　本事業の実施で得られた成果、情報（個人情報を含む。）等については箕面市に帰属する。

③　事業の再委託は原則禁止することとし、必要がある場合は箕面市と協議するものとする。

4 見積り、求人等の詳細については、箕面市と本事業の委託契約を締結する際に別途協議する。
5 その他、事業の実施に際しては箕面市の指示に従うこと。
なお、本仕様書に記載の様式類は、大阪府の「地域人づくり事業実施ガイドライン」に従い作成しています。今後変更することがありますのでご留意ください。
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